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月例経済報告等に関する  

関係閣僚会議・資料 

── 最近の金融資本市場の動き ── 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（１）日経平均株価

（２）主要国の株価 （３）中国の株価
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※【 】内の数字は前回説明時（7/25日）からの変化
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（１）ドル円・ユーロ円相場

（２）ポンド相場 （３）人民元相場

２．為替相場
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（１）日本国債利回り

（２）主要国の長期金利 （３）欧州周縁国の長期金利

３．長期金利
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（１）企業からみた金融機関の貸出態度

（２）貸出金利 （３）社債発行額（超長期ゾーン）

（４）貸出残高
　 ①民間銀行貸出残高 ②企業向け貸出の内訳

（注）1. （１）の点線は、2000年以降の平均値。日本公庫のD.I.は「緩和」-「厳しい」。
なお、2016/3Qの日本公庫のD.I.は７月の値。

2. （２）は、貸出約定平均金利（国内銀行、新規実行分）の後方６か月移動平均値。
3. （３）は、年限が10年超のもので、銀行・証券除くベース(アイ・エヌ情報センター

のデータを使用）。2016年上期は、６月末までに条件決定したもの。
4. （４）①の貸出残高には、企業向けのほか、個人向け、地方公共団体向け等も含む。

４．国内の金融環境
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英国のＥＵ離脱問題・新興国経済の減速等で国際金融市場が不安定化 

 

①企業や家計のコンフィデンスの悪化を防止し、②企業等の外貨資金調達 

環境の安定に万全を期すことで、前向きな経済活動をサポートする。 

１．ＥＴＦ買入れ額を、現行の年間約 3.3 兆円から年間約６兆円にほぼ倍増

２．外貨資金調達環境の安定のため 

① 企業向け：ドル特則（企業の海外展開を支援するため、最長４年のドル

資金を供給する制度）の総枠を倍増し、240 億ドル（約 2.5 兆円）に 

② 金融機関向け：ドルオペの担保となる国債を、日銀当座預金を見合いに

日銀が貸す（実質的な現金担保により担保の不安を解消） 

（１）以下の措置を決定 

今回の措置も含め「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」を推進し、きわ

めて緩和的な金融環境を整えていくことは、政府の財政政策・構造政策面の

取り組みと相乗的な効果を発揮すると考えている。 

（２）政府の財政政策・構造政策との関係についての考え方を表明 

物価見通しに関する不確実性が高まっている状況を踏まえ、２％の「物価安

定の目標」をできるだけ早期に実現する観点から、次回決定会合で、「量的・

質的金融緩和」導入以降３年間の経済・物価動向や政策効果について総括的

な検証を行うこととした。 

（３）総括的な検証を行うことを発表 

参考１．金融緩和の強化（７月２９日） 
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（１）展望レポート（2016年７月）の政策委員見通しの中央値

　※ 消費者物価の前年比が、２％程度に達する時期は、原油価格が現状程度の水準から緩やか
    に上昇していくとの前提のもとでは、中心的な見通しとしては2017年度中になるとみられる
    が、先行きの海外経済に関する不透明感などから不確実性が大きい。

（２）ＩＭＦによる主要国・地域の実質ＧＤＰ見通し

（注）（２）の括弧内は、４月見通しからの修正幅。

参考２．経済・物価見通し

2014年 2015年
2016年
[見通し]

2017年
[見通し]

3.1 3.4

(▲0.1) (▲0.1)

2.2 2.5

(▲0.2) (0.0)

1.6 1.4

(＋0.1) (▲0.2)

1.7 1.3

(▲0.2) (▲0.9)

6.6 6.2

(＋0.1) (0.0)

世界 3.4 3.1

米国 2.4 2.4

ユーロエリア 0.9 1.7

英国 3.1 2.2

中国 7.3 6.9

（対前年度比、％）

消費税率引き上げの
影響を除くケース

2016年度 ＋1.0

（４月時点の見通し） ＋1.2

2017年度 ＋1.3

（４月時点の見通し） ＋0.1 ＋2.7 ＋1.7

2018年度 ＋0.9

（４月時点の見通し） ＋1.0

実質ＧＤＰ
消費者物価指数

（除く生鮮食品）

＋1.9

＋1.9

＋0.1
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＋1.7
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参考３．マネタリーベースと長期国債保有残高の推移
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日本銀行保有長期国債
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（単位：兆円）

１３年末 １４年末 １５年末 １６年７月末
今後の年間
増加ペース

マネタリーベース ２０２ ２７６ ３５６ ４０４ ＋約８０兆円

（バランスシート項目の内訳）

長期国債 １４２ ２０２ ２８２ ３３２ ＋約８０兆円

ＥＴＦ ２．５ ３．８ ６．９ ８．７ ＋約６兆円

Ｊ－ＲＥＩＴ ０．１４ ０．１８ ０．２７ ０．３２ ＋約900億円
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